
「人口減少社会から考える社会福祉
－パラダイム・シフトへの道－」



竹田 匡（tadashi takeda）

◼ 学歴
• 2002(H14)年03月 東北福祉大学 卒業
• 2010(H22)年03月 東北福祉大学大学院修了

◼ 経歴
• 2002(H14)年04月 医療法人財団 明理会 西仙台病院 入職
• 2002(H14)年11月 〃 介護老人保健施設丸森ロイヤルケアセンター異動
• 2004(H16)年04月 国立大学法人東北大学病院入職
• 2005(H17)年04月 公益財団法人仙台市医療センター仙台オープン病院 入職
• 2006(H18)年04月 北海道釧路町役場入庁

✓釧路町地域包括支援センター社会福祉士
✓平成31年4月～まちづくり推進課特命事業担当係長
✓令和04年4月～ふるさと納税推進室主幹(現職)

◼ 公職
• 社会保障審議会(生活困窮者自立支援及び生活保護部会)臨時委員

◼ 活動
• 2011(H23)年06月から後見人としての活動
• 2018(H30)年09月 NPO法人ＣＣＬ 副理事長
• 2019(R01)年06月 NPO法人釧路・根室権利擁護支援センター副理事長
• 2023(R05)年06月公益社団法人日本社会福祉士会参事

✓ 2010(H22)年6月～2019(H19)年6月北海道社会福祉士会理事(5期9年)
✓ 2015(H27)年6月～2023(R05)年6月日本社会福祉士理事(4期8年)

sw.tadashi@gmail.com



【釧路町】
大正9年旧釧路町（現釧路市）から分村、そ
の後、昭和30年に昆布森村と合併し、新
「釧路村」となり、昭和55年の町制施行に
より「釧路町」となりました。
釧路湿原と青く広がる太平洋に面 した豊

かな自然と国道沿いの郊外型商業施設との
調和を目指しています。

人 口 19,105人（R2.10.1現在）

世帯数 8,268世帯（R2.10.1現在）

面 積 252.66平方キロメートル

最高気温 31.5度（H22.6.26）

最低気温 -17.8度（H10.1.8）
引用：https://images.app.goo.gl/BeM1MJUSRqULhUbn6



地方自治への影響 ① 地方財政の悪化

② 地域経済の衰退

③ 公共サービスの維持困難

④ 地域コミュニティの維持困難

⑤ 福祉サービス等の維持困難

⑥ 身元保証の問題



①地方財政の悪化



北海道市町村の財政力指数（令和4年度)
団体名 住基人口 財政力指数

島牧村 1,312 0.08

神恵内村 782 0.10

西興部村 1,030 0.10

音威子府村 668 0.10

幌加内町 1,308 0.10

歌志内市 2,790 0.11

中頓別町 1,570 0.11

積丹町 1,824 0.11

中川町 1,336 0.11

利尻町 1,894 0.11

古平町 2,720 0.11

初山別村 1,081 0.11

上砂川町 2,578 0.11

利尻富士町 2,259 0.12

滝上町 2,363 0.12

南富良野町 2,341 0.12

礼文町 2,314 0.12

団体名 住基人口 財政力指数

泊村 1,498 1.49

苫小牧市 168,299 0.77

千歳市 97,664 0.74

札幌市 1,959,512 0.72

京極町 2,844 0.69

倶知安町 15,636 0.64

北広島市 57,351 0.63

室蘭市 78,252 0.63

帯広市 164,014 0.60

恵庭市 70,179 0.60

石狩市 57,954 0.54

江別市 119,169 0.54

旭川市 324,186 0.54

釧路町 18,879 0.51

音更町 43,268 0.50

芽室町 18,029 0.49



②地域経済の衰退



出典：内閣官房 デジタル行財政改革会議（第4回）「資料１ デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」



出典：内閣官房 デジタル行財政改革会議（第4回）「資料１ デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」



中小企業の雇用
状況「人手不足
の課題」

• 出典：中小企業庁
2023年版「中小企業白書」
Ⅰ-24

• 出典：厚生労働省『建
設業時間外労働の上限規
制わかりやすい解説』



③公共サービスの維持困難



人口規模と生活必需サービスの関係

図表Ⅰ-2-1-10 人口規模別の市町村数（2015年と2050年）と、生活必需サービスの存在確率が50％以下になる市町村の人口規模

出典：令和3年版 国土交通白書 P44



出典：内閣官房 デジタル行財政改革会議（第4回）「資料１ デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」



④地域コミュニティの維持困難



自治会数と平均加入率

年度 割合

H22 78.0%

H23 77.6%

H24 77.2%

H25 76.5%

H26 75.9%

H27 75.3%

H28 74.7%

H29 74.0%

H30 73.3%

R01 72.4%

R02 71.7%

自治会平均加入率

総務省自治行政局市町村課（令和4年2月）「自治会等に関する市区町村の取組に関するアンケートとりまとめ結果」p1,p3



出典：厚生労働省 令和４年度民生委員・児童委員の一斉改選結果について「資料1：都道府県・指定都市・中核市別改選結果」

95.1%

93.7%



⑤福祉サービス等の維持困難



介護人材の紹介手数料を透明化へ、
平均４２万円で事業者の経営圧迫

人手不足が続く介護分野などでは、採用を人材紹介会社に頼ることが
常態化している。厚労省によると、２０２１年度に人材紹介会社を通
じて介護事業者に就職したのは５万６９３９人で、手数料の平均は１
人あたり４２万円だった。手数料の額は年収の３割程度と高い水準に
あることに加え、事実上法的な上限がないことから、さらに高額な手
数料を請求されるケースもあるとみられる。

引用：https://www.yomiuri.co.jp/pluralphoto/20230715-OYT1I50091/



⑥身元保証の問題



【なぜ】高齢者の身元保証サポー
ト事業 総務省が初の実態調査

岸田総理大臣は2023年8月7日、独り暮らしの高齢者の割合が全国的にも高いとされる東
京・豊島区の区役所を訪れ、支援活動を担う社会福祉協議会の担当者らと対話しました。

この中で、出席者からは「入院や介護施設への入所が必要となった場合に、身元保証人に
なる人がいないという不安を抱える人が多い」とか「経済的にゆとりがない人は、身元保
証を支援する民間団体と契約することも難しい」などといった実情が伝えられました。

岸田総理大臣は、このあと記者団に対し「豊島区の課題は高齢化が進むわが国で避けては
通れず、政治として寄り添わなければならない課題だ」と述べました。

引用：https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230807/k10014155671000.html



２．デジタル田園都市国家構想

デジタル田園都市国家構想とは、「デジタル実装を通じ
て地方が抱える課題を解決し、誰一人取り残されずすべ
ての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮
らしを実現する」という構想です。



デジタル行財政改革会議

急激な人口減少社会への対応として、利用者起点で我が
国の行財政の在り方を見直し、デジタルを最大限に活用
して公共サービス等の維持・強化と地域経済の活性化を
図り、社会変革を実現する。



出典：内閣官房 デジタル行財政改革会議（第4回）「資料１ デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」



出典：内閣官房 デジタル行財政改革会議（第4回）「資料１ デジタル行財政改革の更なる展開に向けて」





３．日々の取組から



ふるさと納税

１ 地域活性化

ふるさと納税を通して、お礼品が選ばれることで、地方に対する関心を高め、実際に訪れること
により観光客の増加や地域経済の活性化につながります。地域のブランド力向上にも貢献します。

２ 関係人口の増加

ふるさと納税を通して、地方に関心を持つ「関係人口」が増加します。



さとふる 楽天
ふるさと
チョイス



関係人口の可能性

交流人口 定住人口関係人口

関係人口は、地域外に拠点を持ち
ながらも、地域や地域の人と継続
的に関わる人々を指します。
具体的には、ふるさと納税による
応援、兼業や副業などの仕事、祭
りやイベントの運営に参画して楽
しむなどの交流など。

定住人口は、実際に住ん
でいる人々のことを指し
ます。居住人口とも呼ば
れ、当該地域に居住して
いる。

交流人口は、地域に訪れ
る人々のことを指します。
具体的には、通勤・通学、
買い物、文化鑑賞・創造、
学習、習い事、スポーツ、
観光、レジャーなど。



関係人口を対象としたブランド戦略

https://kushirocho.jp/

北海道釧路町は、悠久の時を刻む釧路湿原に
代表されるような自然をはじめ、食・文化・
暮らしなどのあらゆる分野において、多種多
様な魅力を備えています。
もっとあらゆる分野の魅力を高め「みんなの
期待を超えていく町」になろうとする姿勢を
アピールするシンボルとして、ユニークな
キャッチコピーとロゴマークを設定しました。

釧路超民（ふるさと応援団員）
の登録を募集中



地域コミュニティ

A
B

C

D

定住人口関係人口交流人口



「地域」共生社会

• 引用：https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」と
いう関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画
し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながるこ
とで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をとも
に創っていく社会を指しています。



令和５年度重層的支
援体制整備事業実施
自治体（R5.12月時点）

189自治体（10%）

うち、道内は１市８町（5%）

出典：https://www.mhlw.go.jp/content/001159841.pdf



デジタルの坂道を下る社会

デジタル技術を取り入れながら、一人一人が安心して暮らせる社会を目指す。

1. 多様性→異なる価値観を認め、尊重する社会

2. 寛容性→異なる意見や考えを受け入れる社会

3. 持続可能性→環境や資源を守り、未来に負担をかけない社会

4. デジタル技術の活用→効率化とコスト削減と倫理的な問題に対応する社会
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